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地方税財政の充実・強化について

◯消費税引き上げの延期により生じる財源不足に責任を持って対応するととも

に、地方創生にも資する喫緊の諸課題への適切な対策について、時期を逃さず

確実に講じること。

◯まち・ひと・しごと創生総合戦略において地方創生の取組に必要な経費を地方

財政計画の歳出に計上することが明記されたが、交付税総額が削減されること

のないよう、歳出特別枠や地域の元気創造事業費との一本化等による交付税総

額の圧縮は行わず、歳出特別枠、別枠加算を堅持し、交付税総額の確保を最優

先とすること。

◯地方においては、今後さらに人口減少対策や地域経済活性化のための地方施策

を拡充・強化する必要があることから、地方創生に必要な財源を中長期的に確

保すること。

◯８％引き上げ分の地方消費税について、基準財政収入額への１００％算入を引

き続き実施するとともに、社会保障制度の機能強化や機能維持等に係る地方負

担については、その全額を基準財政需要額に算入すること。

○法人住民税の一部を原資化して平成２７年度から措置される交付税の配分にあ

たっては、制度創設の趣旨に則り、財政力の弱い自治体に、より一層配慮した

仕組みとすること。



番号制度導入に係るシステム対応と費用負担について

《提案・要望の内容》

○番号制度の導入に伴い発生する関連システムの構築・改修及び維持管理等を含

めた必要な経費については、同制度が国家的な社会基盤であることを踏まえ、

原則、国が負担するものとし、地方公共団体に新たな経費負担が生じないよう

にすること。

【具体的な措置】

１．国が設定した補助金の上限額と、地方公共団体の見積額に乖離が生じてい

るものについては、必要な財源措置を講ずること。

２．国庫補助金の適用事業を拡大すること。

３．補助金の交付期間について、システムの整備期間に配慮して、柔軟な取扱

いとすること。

○地方公共団体が番号制度導入に必要な団体内統合宛名システムの新規整備や各

種システムの改修に円滑に取り組めるよう、国が整備を進める情報提供ネット

。ワークシステム及び中間サーバーに係る仕様の早期確定と情報提供を行うこと

＜参考＞番号制度導入に係るシステム構成

※国が整備する情報提供ネットワークシステム及び中間サーバーの詳細設計が判明しない

と、地方公共団体では体制整備に取り組むことが出来ず、結果として、国が示す期限内に体

制整備を完了させることが困難となることが危惧される。

※番号制度の導入に伴い、地方公共団体では情報提供ネットワークとの接続、住基４情報と

の紐付けなど大規模なシステム構築（改修）が必要となることから体制整備には長期間を要

する。



地域情報通信基盤整備に対する支援の拡充について

《提案・要望の内容》

○地方において人口減少や高齢化が急速に進む中、地域住民が等しく情報通信技
術がもたらす利便性を享受し、情報格差が生じることがないようにすることが
地方創生のため必要不可欠であり、地方公共団体における光ファイバ等の地域
情報通信基盤（ケーブルテレビの伝送路を含む）整備に対する支援措置を拡充
すること。

現在の国庫補助事業は、過疎・離島等の条件不利地域に限定した医療・健康福祉・

教育等の公共アプリケーションと合わせての整備が条件となったり、防災のためのルー

プ化等が条件となっており、超高速ブロードバンド基盤の整備をするだけでは補助対象

とならない。

○地方公共団体が整備した地域情報通信基盤を維持するため、伝送路及びネット
ワーク機器の更新が必要となってきているが、特に事業採算性の乏しい地域に
おいては、更新のための費用負担が多大なものとなるため、負担軽減のための
新たな支援措置を講じること。

＜参考＞
鳥取中央有線放送株式会社（エリア：湯梨浜町、北栄町、琴浦町）の運営状況

伝送路等の更新にはトータル５０億円程度の費用負担がある一方、運営会社の利益は年２～３千

万円程度であり、町の施設貸付料収入も年数百万円程度であるため、運営に伴う利益で更新費用を

賄うのは非現実的な状況 （営業努力によりＣＡＴＶ加入率は８割超）。

決算状況

平成２５年度 平成２４年度

Ａ 売上利益（売上－原価） ３億１，４００万 ３億１，７００万

Ｂ 販売費及び管理費 ２億８，８００万 ２億８，２００万

Ｃ 営業利益（Ａ－Ｂ） ２，６００万 ３，５００万

当期純利益 ２，０００万 ２，６００万Ｄ （営業外収益、特別損失、税引後）

Ｅ 繰越利益剰余金 ２億９，６００万 ２億７，６００万

伝送路・機器等更新費用

エリア 時期、費用等

湯梨浜町 Ｈ２６年度 機器更新 ０．４５億円

今後も機器更新が順次見込まれる

１４．７億円Ｈ３０～３１年度 光ファイバ、設備・機器更新

１４．２億円北栄町 Ｈ２２～２５年度 光ファイバ網整備

（ ）財源：平成２１年度地域情報通信基盤整備交付金等を利用

今後、機器や伝送路の更新が必要となり、全面更新時は同様の費用が

見込まれる。

１６．５億円琴浦町 Ｈ２５～３０年度 光ファイバ網整備

（財源：合併特例債等を予定）

整備後も、機器や伝送路の更新が必要となり、全面更新時は同様の費

用が見込まれる。

（補足）光ファイバの耐用年数は１０年だが、通常１０数年～２０年程度利用

機器の耐用年数及びメーカー保守期間は共に５年程度



小規模基本法及び改正小規模支援法に係る商工会、商工会議所向け

予算の地方交付税措置について 
 
 

《提案・要望の内容》 

○小規模基本法及び改正小規模支援法に対する附帯決議のとおり、商工会及び商
工会議所が小規模事業者の支援ニーズに的確かつ十分に応えられる支援人材の
体制が確保できるよう、都道府県による商工会、商工会議所向け予算について、
地方交付税の増額措置を行うこと。 

 
小規模基本法及び改正小規模支援法の制定により、商工会、商工会議所については、これ
までの経営改善普及事業に加えて、中小・小規模企業の需要開拓や新事業展開等のビジネ
スモデル再構築等、経営の発達につながる支援計画を策定し、伴走型支援を行うこととさ
れたため、経営指導員等の増員や資質向上などの体制強化が不可欠。 

 
 
 
＜参考＞ 
 
 鳥取県の取組み状況 

  ① 県内商工団体の体制強化（H27 年度～） 

まち・ひと・しごと創生法が成立するなど、地方の人口が減少していく中で、今

後、小規模事業者の新事業展開、事業承継、起業創業などに力を入れて取り組む必

要があることから、来年度予算において、県内商工団体の小規模事業者支援の体制

強化を検討している。 

○ 商工団体の巡回・経営相談体制の強化 
○ 複雑かつ多様化する経営課題に対応できる人材育成 
○ 外部専門家や支援機関等との連携強化 
○ 商工団体の国内外のネットワーク等を活用した需要獲得の推進 
○ 一貫した創業支援 

 
 
 

② 鳥取県独自の小規模事業者対策の充実・強化 

    鳥取県では、小規模事業者支援の充実・強化を図るため、商工団体向け関連予算

も含め、鳥取県独自の支援を、国の小規模事業者対策に先んじて実施している。 

【 平成２６年度の状況 】 

鳥取県の小規模事業者支援関連予算額  

商工団体向け交付金 7 億 8,000 万円 

商工団体を通じた補助金 

（鳥取県版経営革新制度等）
7 億 7,900 万円 

＞ 

地方交付税措置額 

（県試算） 

合    計 15 億 5,900 万円 10 億 1,800 万円 
 


